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１．調査概要

・工場立地法第２条に基づき、工場立地が適正に行われるようにするための基礎的な施策として実施。
〈対象業種〉
製造業、電気業（水力・地熱・太陽光発電所を除く。）、ガス業、熱供給業、
研究所（件数からは除外。単独比較）
〈対象範囲〉
上記の工場・研究所を建設する目的で、2024年（1月～12月）に1000㎡以上の用地（埋立予定地を含む。）
を取得（借地を含む。）した事業者

３．北海道経済産業局管内立地件数・立地面積（2020年～2024年）

※道の立地件数と経産省の調査は、対象・期間・業種・規模等が異なる。

２．工場立地件数・面積の推移（全国：1975年～2024年）

・2024年の立地件数は854件、立地面積は1,982ha。
・近年は工場立地件数は800件前後、立地面積は1，300ha前後で推移。

・2024年の立地件数は22件、立地面積は49ha。
・業種別では、立地件数は食料品、電子部品・デバイス、飲料・たばこ・飼料、生産用機械、電気機械が多
くなっている。


